
平成２７年第４回広陵町議会定例会会議録（３日目） 

平成２７年１２月１０日 

 

○１３番（山田美津代君） 議場の皆さん、こんにちは。１３番、山田美津代です。 

 子育てに関連する質問２件と、高齢者に関する質問２件させていただきます。 

 質問事項１、子育てしやすい広陵町を目指して以下の施策を実行してください。 

 ①今、保育所では、子供さんが３人の場合、２人目は半額、３人目は無料になっていま

すが、上の子供さんが学校などに行くと下の子の保育所での補助がなくなるので困るとい

う保護者からの声があります。町の少子化対策として学校に行っておられる子供さんもカ

ウントして補助を出していただきたいと思います。 

 ②就学援助を申請する方が広陵町では４．５％と全国平均（１５％）や奈良県平均（１

１％）より大幅に低い結果となっています。その原因の一因としてわかりにくい申請用紙

が挙げられます。改善して就学援助を受ける方がわかりやすく、また受けやすくしていく

必要があるのではないですか。 

 質問事項２、買い物難民対策が要るのでは。 

 平尾のオークワが撤退して周辺住民、特に車など交通手段のない方は非常に困っておら

れます。オークワ跡地にエバグリーンが来て、近くで買い物ができるようになる。バスや

タクシーで買い物に行かなくてよくなると多くの町民は心待ちにしています。でも開店は

来年の秋になると担当職員は言われています。それまでの間、平尾の地域で買い物に困っ

ておられる住民（買い物難民）に町として対策を打つ必要があるのではないですか。移動

買い物車が今、評判になっていて朝日新聞でも取り上げられていました。（移動スーパーと

くし丸） 

 そんな移動買い物車などの誘致とかの対策を考えられたら平尾だけでなく、ほかの大字

での高齢者など多くの町民は助かるのではないですか。 

 質問事項３、今、現在無料で走っている元気号の有料化は高齢者にとって負担になる。

有料化は慎重に。 

 公共交通の元気号が来年有料化を検討されていると以前聞きましたが、乗り継ぎをされ

る方は例えば１回１００円ならば往復で４００円かかることになります。それでは今まで

利用されていた方々が使えなくなります。高齢者にとって生活の足を奪うことになるだけ

でなく、健康にも悪影響を及ぼすことを十分考えてのことでしょうか。利用回数も減って

しまう有料化は慎重にしなければ影響が大き過ぎると思います。 

 以上、御答弁よろしくお願いします。 

 

○議長（青木義勝君） それでは、ただいまの質問に対しまして、答弁をお願いします。 



 山村町長！ 

 

○町長（山村吉由君） それでは、山田議員さんの御質問にお答えを申し上げます。 

 御質問の１番、前半部分を私で、後半は教育長がお答え申し上げます。 

 保育園の利用者負担についてお答えをさせていただきます。 

 本町の多子軽減につきましては、国が示すとおりに就学前児童を対象に実施しておりま

す。利用者負担額につきましては、郡内で比較いたしますと３歳児の市町村民税所得割課

税額１６万９，０００円までの第５階層の場合は、上牧町が２万８，６１０円、王寺町が

３万１，０００円、河合町が２万８，９００円、広陵町が１万７，３００円、また市町村

民税所得割課税額３０万１，０００円までの第６階層の場合は、上牧町が２万８，６１０

円、王寺町が３万１，０００円、河合町が２万８，９００円、広陵町が２万３，６００円

と最も低く定めています。その他の階層におきましても本町の利用者負担額は低く、保護

者の負担軽減を図っております。 

 議員御指摘のとおり、少子化対策として検討することは重要と考えておりますが、今後

国の動向等を踏まえ研究したいと思います。 

 次に、２番目の買い物難民対策が要るのではという御質問でございます。 

 平尾オークワ跡地に立地を計画しているエバグリーンにつきましては、坂野議員の御質

問にお答えしましたが、来年秋の開店を目指して大規模小売店舗立地法による届け出や地

元説明をされていると伺っています。 

 経済産業省では、食料品当の日常の買い物が困難な状況に置かれている人々のことを「買

い物弱者」と位置づけ、過疎地域やかつてのニュータウンを中心に増加していると言われ

ています。その数は全国７００万人程度と推計されており、本町においても高齢化が進む

につれ、ふえていくのではないかと考えています。 

 エバグリーン開店までの間、平尾地域で対策を打つ必要があるのではとの御質問ですが、

当該区域には奈良交通バスが運行し、近鉄大和高田駅方面にも１時間に１本程度のバスが

あります。また、広陵元気号を利用してイズミヤやエコール真美などの商業施設に行くこ

ともでき、公共交通は比較的充実した地域であると思われます。さらに来年４月から元気

号を再編し、便数もふやすこととしていますので、御利用いただきたいと思います。 

 また、最近では、インターネットで注文を受け付けて生鮮食品などの商品を個人宅まで

配送するサービス「ネットスーパー」もふえているようです。パソコン操作が苦手な高齢

者もおられると思いますが、かわりに遠方に住む家族が注文したり、隣近所の方の助け合

いにより支えていけるのではと思います。 

 買い物弱者の対策には、「店をつくること」、「商品を届けること」、そして「出かけやす

くすること」が必要だと言われています。スマートウエルネスシティによる健康なまちづ

くりを推進し、外出を促進する仕組みづくりにも取り組みたいと考えています。 

 ３番目の元気号の有料化は高齢者にとって負担になる。有料化は慎重にという御意見で



ございます。 

 広陵元気号につきましては、広陵町地域公共交通活性化協議会で議論を重ね、来年４月

再編することとしています。現在の２路線を１路線ふやし、運行本数も増便する予定です。

４月から半年間の試行運行後、１０月から本格運行に合わせて有料化することとしていま

す。計画では大人１乗車１００円とし、広陵元気号間の乗り継ぎは１回まで無料とする予

定です。有料化について、元気号の利用者にアンケート調査を実施しましたが、有料にな

っても利用したい人が多く、有料化については一定の理解を得られていると考えています。 

 また、負担いただく料金についても調査しましたが、１００円が最も多く、次いで２０

０円という結果でした。奈良交通の路線バスを利用した場合、少なくとも２００円程度は

必要であり、元気号においても受益者負担の観点からも一定の負担をお願いすることとし

ています。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長（青木義勝君） 松井教育長！ 

 

○教育長（松井宏之君） 山田議員の質問事項１、子育てしやすい広陵町を目指して、以

下の施策を実行、それの２番目の就学援助に関する質問に対して御答弁申し上げます。 

 現在、本町においては、年度初めの４月に学校を通じて全保護者に就学援助制度のお知

らせを配布するとともに、本年度から制度に関する内容をホームページにも掲載し、制度

の普及啓発に努めているところであります。しかし、本町の申請については、全児童生徒

の４．５％にとどまっており、全国平均や奈良県平均に比べ、低い結果になっております。

その一因としてわかりにくい申請用紙を挙げていただいておりますが、判定に必要な情報、

例えば申請理由や世帯の状況を記入していただく内容となっており、決して不要な内容を

記入してもらう様式となっておらないと考えております。 

 申請書については、学校長の意見を記入していただくことから配布については、学校、

教育委員会にて行っておりますが、ホームページの掲載も検討させていただきます。 

 平成２４年度の情報ですが、本町は市町村ごとの１人当たりの市町村民所得が県民所得

を上回っている７市町の一つとなっており、高所得階層の多いことも申請の少ない要因の

一つではないかと考えております。今後も要因の追求や制度普及、啓発の創意工夫を研究

してまいりたいと考えております。 

 答弁は以上でございます。 

 

○議長（青木義勝君） それでは、質問事項ごとに再質問を受けます。 

 １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） 保育所児３人なら先ほど壇上でも申し上げたとおり、２人目



半額で３人目の保育料が無料になるんですけれども、上の子が小学生２人だと、３人目産

んで保育所に預けたら、先ほど３歳児のことは保育料を述べていただいているんですけれ

ども、０歳児で標準時間だったら幾らになりますか。 

 

○議長（青木義勝君） 中山福祉部長！ 

 

○福祉部長（中山 昇君） 御答弁させてもらいます。 

 ３歳児の５階層、１６万８，９００円までと０歳児の標準時間につきましては、広陵町

の場合、３万９，６００円、うちの国の基準で６階層と７階層を合わせて一般に国の６階

層となっておりますので、７階層の限度額で見させていただいて、３０万１，０００円ま

でと見た場合、０歳児の広陵町の場合は５万３，２００円となっております。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） 全部言ってほしかったんですけれども。３階層から９階層ま

で言ってほしかったんです。 

 

○議長（青木義勝君） 中山福祉部長！ 

 

○福祉部長（中山 昇君） 改めまして、もう一度申し上げさせてもらいます。 

 ０歳児の広陵町の１階層につきましては０円、２階層７，２００円、３階層につきまし

ては１万５，６００円、４階層が２万４，０００円、５階層が３万９，０００円、６階層

が、これ町の６階層となっておりますので２３万５，０００円までということで４万６，

１００円、７階層が５万３，２００円、８階層が６万２，７００円、９階層が７万２，２

００円になっております。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） やっぱり０歳児を産んだら、上の子が小学校、中学校へ行っ

ていたらこれだけ保育料を高いのを払わなきゃいけないわけです。何で子供の数は一緒な

のに、なぜ支援がなくなるのか。こういう世帯の声はこれからも大きくなると思います。

今から支援を準備されて多くの若い世帯が広陵町の子育て支援は充実しているからともっ

と転居してくるような支援が要ると考えるんですけれども。内閣府の資料にも、幼児教育

や保育への支援として平成２７年度４月時点での４０都道府県からの回答をもとに事例を

整理したものがネットで載っていました。第３子以降の保育料無料化、兄弟との年齢要件

の緩和、例１と２を述べてみます。例１で、１８歳未満の子供が３人以上いる場合に適用、



これ第３子以降の保育料無料化というのを適用ということですね。それから例２は、３歳

未満児に限定して無償化、こういうことをやっている都道府県があるということです。ま

た、多子世帯への支援として多いのが、商品券のプレミアムの上乗せやクーポン券の無料

配布を行う、こういうことが支援されているところが多かったですね。この内閣府の資料

では、この支援をどこの自治体でされているかちょっとわからなかったんですけれども、

１８歳未満の子供が３人以上いる多子世帯への援助やこの３歳未満児の保育料無料化など

の支援を実施しているところがあるんですから、町が取り組んでみること、こういう支援

の検討は考えられないんでしょうか。もう一度御答弁いただけますか。 

 

○議長（青木義勝君） 中山福祉部長！ 

 

○福祉部長（中山 昇君） 先ほどの町長からの答弁のとおり、広陵町としては、今は利

用者負担額のほうで軽減させていただいて、保護者の負担軽減を図らせていただいており

ます。ただ、おっしゃるとおり、こういうことについては、少子化対策としては重要なこ

とかとも考えておりますので、ただ町単独でということはなかなか難しい状況であります

ので、国等の動向により、やはり県なりの補助がつくようであれば、そのときにはやはり

できるだけ早く、また検討させていただくということで御理解をお願いいたします。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） 今おっしゃられたその少子化の問題なんですけれども、これ

喫緊の課題だと思います。安倍首相、新３本の矢を発表しましたけれども、安倍政権の掲

げる新３本の矢の柱の一つ、希望出生率１．８の実現について、出産子育て環境づくりに

熱心ではない首相が突然持ち出したことに違和感を感じる国民が多いんです。一億総活躍

社会のスローガンと結びつけて産めよ、ふやせよの復活かという懸念の声も上がり、国民

の不安をかき立てるやり方では安心な子育て社会を実現することはできません。希望出生

率１．８は新３本の矢では、第１の矢、国内総生産６００兆円、第３の矢、介護離職ゼロ

とともに第２の矢の目標とされています。一億総活躍社会実現の前提となる５０年後に人

口１億人を維持するための柱の一つです。２０１４年の日本の合計特殊出生率といって１

人の女性が一生に産む子供の数の推計値なんですけれども、これは９年ぶりに低下し、１．

４２となりました。人口維持が可能な出生率２．０７よりはるかに低く、欧州諸国のフラ

ンス１．９９などとも比べても日本が出産や育児、子育てが極めて困難な国を象徴してい

るのは明白です。若者が結婚、出産、子育てなどを希望しても、その実現を妨げるゆがん

だ構造をつくってきた歴代政権の責任は重大だと思います。安倍政権の希望出生率１．８

は、１８歳から３４歳の独身者のうち、結婚希望者が９割いるとか、希望する子供の人数

が男女とも２人程度であるとかなどの調査を単純計算し、はじき出した机上の数字です。



１．８の実現への裏づけもありません。日本の出生率１．８超は１９８４年が最後で、あ

とは低下、低迷の傾向です。これの原因は、大企業優先政治のもと、労働法制が次々改悪

され、低賃金の非正規雇用、異常な長時間労働が拡大・加速したことなどが背景だと思い

ます。ブラック企業で有名なワタミが社員の過労自殺で裁判を起こされて、謝罪して１．

３億円で和解をしたというニュースがありました。出生率向上というなら、若者を痛めつ

ける、こういうブラック企業がはびこるような政治を反省し、その根本的転換こそが必要

なのに、先月決定された緊急対策では、従来政策の焼き直しばかりで子育て世代などを失

望、落胆させています。人口１億人程度に維持をとの目標を明記した骨太方針の閣議決定

を安倍政権は昨年しましたが、これは政府内の議論の中で人権侵害、誤解を与えるとの異

論や慎重論が相次いだ中で決定されたものです。そんな経過を無視して１億や出生率を国

家目標のように掲げる安倍政権の時代錯誤は異常です。国民一人一人の権利と尊厳が保障

される政治を実現することが日本の少子化を打開する道であることは明らかです。菅官房

長官が福山雅治結婚報道の折、ママさんたちが出産で国家に貢献してくれればと言われた

ことも大問題になりましたね。このような国の子育て環境を整備しないで、産めよ、ふや

せよ、産まないと非国民だみたいな政策が出される中で、国民は自治体の支援が頼りです。

広陵町は福祉が進んでいると今転居されている方々にアンケートをとらせていただいてい

るんですけれども、その中にもその点を評価される方もおられました。さらに子育て応援

のまちとして多子家庭への支援を検討されることは必要だと思いますが、いかがでしょう

か。国のことを待っていたのではやっぱり多子世帯への応援という形をこの広陵町でとっ

ていくということが大事だと思うんです。国を待たないで、やはり広陵町独自の施策とし

て、こういう多子世帯への支援をされること大事だと思うんですけれども、いかがですか。 

 

○議長（青木義勝君） 中山福祉部長！ 

 

○福祉部長（中山 昇君） ただいまいろいろと教えていただき、確かに少子化対策とい

うものは重要な課題であることは私も認識しております。ただ、金額を安くすればいいの

かということだけではないと思いますので、その他子供たちがうまく成長できるような環

境づくり、またお母さん方が相談していただける、そういう支援の場をこれからつくって

いくということもこれからの子育て支援、また少子化対策の一環であると思いますので、

そちらのほうで私たちも力を注いでいきたいと思っておりますので、よろしくお願いいた

します。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） 子供の個性を伸ばそうと思えば、おけいこ事や習字、スイミ

ング、体操教室、バレエ、そして塾、何かしようと思えば、まずお金が要るんですよ。こ



の支援策ができないのじゃ何か支援を検討されますか。先ほど述べた４０の都道府県の支

援策、それを県に要望するとか、これも本当にささいことですけれども、本当は町で何か

してほしいんですけれども、これにかわるような何か支援策を検討されるかどうか、そこ

をちょっと聞きたいんですけれども。研究、検討されますか。 

 

○議長（青木義勝君） 山村町長！ 

 

○町長（山村吉由君） 今、地方創生総合戦略の審議会の中でも子育て支援のテーマは出

ておりますが、私思いますのに、この出生率を上げるということは広陵町だけの問題でな

しに、日本全体で取り組むべきことだと思いますので、国がしっかり仕組みをつくってほ

しいというふうに思います。私も国のほうに、県のほうにしっかりこのことは訴えていき

たいと思います。 

 政策合戦でうちへ来れば保育料は全部ただやというまちにしたとしたら、この広陵町の

財政がもたないということになるわけでございますので、広陵町の特性を生かした子育て

支援をどうするべきかというところをしっかり構築をしていって魅力あるまちづくりにし

ていくべきだと思います。口で言うのは簡単ですが、具体的にそうしたら何がというのは

皆さんの声を聞いてまとめていかないといけないと思いますので、今まさに地方創生総合

戦略の中でいろんな意見を聞かせていただいているということで御理解いただきたいと思

います。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） ぜひ国や県に、国はなかなか先ほど述べたように国民の声を

聞くような政治をしてくれません。ぜひ町長からも聞くように強く言ってください。 

 それでは就学援助に移ります。 

 皆さんのお手元に資料がありますので、これを見ながらね。あとで見ていただきますけ

れども。 

 この就学援助というのは、小中学校に通う、もう皆さん御存じだと思うんですけれども、

釈迦に説法かもしれませんけれども、小中学校に通う子供たちが経済的理由で就学困難に

ならないよう学用品や給食費などを補助するもので、教育基本法第４条や学校教育法第１

９条及び就学困難な児童生徒に係る就学省令についての国の援助に関する法律などを根拠

にしています。貧困と格差の広がりの中で、経済的に苦しい子育て世帯にとって、就学援

助を利用できるかどうかは子供の就学の条件と環境を最低限整えることができるかどうか

がかかった極めて重大な問題です。２０１３年度から２０１５年度まで段階的に国により

生活保護費が過去最大規模に削減されてきました。就学援助制度は生活保護の基準を参照

しています。生活と健康を守る会の前田事務局長は昨年子供の貧困に対する大綱が閣議決



定されたが、言っていることとやっていることがあべこべで就学援助を一般財源化した２

０１３年に最大１０％の生活保護基準の引き下げをした。就学援助の認定率がここ２年減

少していると言われています。これは広陵町の就学援助にどういう影響を与えていますか。

以前は影響はないということでしたが、今も大丈夫なんでしょうか。そこをちょっと押さ

えておきたいと思います。 

 

○議長（青木義勝君） 奥西教育委員会事務局長！ 

 

○教育委員会事務局長（奥西 治君） 本町におきましては、平成２６年度に申請をされ

まして、認定させていただいた認定率は全生徒さん、児童さんに対して４．９％でござい

ました。平成２７年度におきましては、議員がその率をお尋ねになったときは４．５％と

いうことでございましたので、今回の質問は４．５％ということでお尋ねいただいており

ますが、その後におきまして追加で認定分がございますので、今の時点では４．８％でご

ざいます。その率から申し上げると、平成２６年度までは平成２５年度が４．６％、平成

２６年度が４．９％、平成２７年度が４．８％ということでございますので、広陵町にお

きましては、その影響はほぼ出ておらないというふうに理解しております。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） ぜひその影響のないようにしていただきたいと思います。 

 王寺町では１０．３％なんですよ。河合町では１２．３％の子供たちが受けているわけ

です。広陵町だけ何で、先ほどの御答弁の中に高所得者層が多い、これが原因の一つじゃ

ないかなというふうに挙げられておりますけれども、高所得者の方も多いとは思うんです

けれども、それはどこの市町村でも高所得の方もおられるし、低所得の方もおられると。

広陵町だけそんなに生活が豊かな方ばっかりと私はちょっと信じられないと思うんですが。

全国の市ですけれども、ネットでわかりやすい資料を提供しているところがたくさんある

んですよ。ここで皆さん資料を見ていただけますか。これね、広陵町と書いてあるのが、

裏表、どんなにネットを検索してもこれだけなんですよ、裏表見ていただいたら就学援助

制度についてって太い字で書いていますね。大阪市は２ページあるんですけれども、これ

だけのページ数で、これだけ詳しく書いています、所得基準額も書いています。松戸市、

これも家族構成とか表で載っています。次に、長崎市、これ５分の５ページ載せているわ

けですね。これだけ詳しく載せているんですよ。それから次が茅ヶ崎市、これも世帯人数

の年間所得額の上限の目安からずっと出ています。最後に、このネットのページの内容は

参考になりましたかとか、わかりやすかったですかと、見つけやすかったですかというア

ンケートなんかも載っているんです。こんなふうに詳しく載せていただきたいなと思うん

です。どこ探しても広陵町はこの２枚だけなんですよ。本当に生活が困窮している家庭に



支援する気あるんですかと言いたくなるようなこれだけの資料なんです。先進地のような

この資料を配付しておけば４月の新年度には必要なかった世帯でも、お父さんが急に倒れ

て病気で働けなくなり、お母さんもそういうお父さんの面倒を見るため働きに行けず、生

活が苦しくなって子供さんが修学旅行に行くのにお金がないとかいう家庭でも、そうだ就

学援助制度があると思いつける、そういう書類にしていく必要があるんじゃないでしょう

か。このままでは就学援助制度、何それ、生活保護世帯違うからうち関係ないわとか、何

のことかよくわからなかった、そういうお声ばかりが聞こえてきます。町はどのような所

得基準で幾らぐらいの所得の方が該当するのか、述べていただけますか。基準があると思

うんですよ。 

 

○議長（青木義勝君） 奥西教育委員会事務局長！ 

 

○教育委員会事務局長（奥西 治君） 今、所得基準についてお尋ねいただいております

が、先ほど議員のほうからお示ししていただいた参考資料には、大阪市さんの場合であれ

ば世帯の人数に対して、住宅の形態とかによっては、それぞれの所得が示されている状況

でございます。こういう形で示すことは困難なことではないんですが、いろんなケースが

ございますので、これは目安という形で、多分皆さん各団体さんのほうでは表示されてい

ると思うんですけれども、広陵町の場合は、必要な月額をその家族の人数に応じまして、

個々に算定をさせていただいて、その金額の１．３倍という形で平成２７年度も判定をさ

せていただいたわけでございます。今、その保護者の方の年齢とか、それから子供さんの

年齢によっても、その生活扶助にかかる分類にそれぞれ金額が定められておりますので、

その基準に基づいて計算をさせていただいておるわけです。ですから、その世帯によって

幾らかというのは、例えば今、仮にお母さんと子供さんが２人の場合、年齢がお母さんが

４０代、子供さんが中学生と小学生というふうな場合で計算をさせていただいて１．３倍、

もちろん月額でいいますと、約１８万円ぐらいになるんですけれども、その１８万円の１

２カ月分の１．３倍で計算して出てきた金額と前年のその世帯における所得を比較させて

いただいて、その認定基準額を超えなければ認定をさせていただいていると、そういう状

況でございますので、これは一つの例でございますが、そういう形でいろんなパターンが

考えられると思います。ですからその家によって人数だけではちょっと判断しがたい部分

がありますので、非常にお示しするのには難しい部分も残っておりますので、現時点では

まだちょっとそこまで広陵町の場合はホームページ等にも掲載させていただけていない状

況でございます。この辺につきましては、今後、これまでにも何回かおっしゃっていただ

いておりますので、町民の方にわかりやすいような形の資料に改善を進めてまいりたいと

は思っております。 

 以上でございます。 

 



○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） 就学援助は国民の権利に基づいた制度であることをやっぱり

積極的に保護者に知らせることが必要だと思います。ぜひ改定していただいてわかりやす

くしていただき、また学校側にもされていると思うんですけれども、家庭訪問時や懇談会

の説明、また新入学児童だけでなく、毎４月時にこれ全生徒に配布をしていると答弁があ

ったので、されていると思うんですけれども、また転校時とか、転校してこられた方とか

もやっておられると思うんですが、そういう努力が要ると思うんですけれども、その辺は

どうでしょうか。 

 

○議長（青木義勝君） 奥西教育委員会事務局長！ 

 

○教育委員会事務局長（奥西 治君） 転入とかされてこられた場合に、その家庭の状況

をお聞きして、該当する場合についてはもちろん手続をさせていただいておりますので、

その都度、例えば転入前の市町村において、就学援助を受けておられたという場合とかも

ありますので、そんな場合は広陵町に転入されてこられたときに申し出がございますので、

広陵町のほうでまた引き続いて対応をさせていただいております。そんな状況ではありま

す。 

 

○１３番（山田美津代君） されてなくても渡しているんですか。 

 

○教育委員会事務局長（奥西 治君） 転入時に役場に手続に来られたときに、この書類

はちょっと今の時点ではお渡ししていないと思います。学校のほうからはその都度渡して

いただくようにはお願いしておりますので渡していただいているとは思っておりますが。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） その確認をしておいてくださいね、学校から渡していただい

ているかどうか。よろしくお願いします。 

 ちょっと子供の貧困のことでもちょっと話をしたいんですけれども。今、子供の貧困が

問題になっていて、広がる格差と貧困で子供たちの暮らし、本当にどうなるのかと思いま

す。あるシングルマザーの実態では、２歳と１歳の子供を育てている２０代のお母さんは、

保育所を探したけど待機児童が多く、申請すらできずやむを得ずホステスに。夜仕事に行

くとき子供が泣くことに心が痛み、ストレスから顔面麻痺に。虐待も他人ごとでないとい

うぎりぎりの状態。また専業主婦だった人が母子家庭になると６割がパートで働き、母子

家庭の９５．９％が平均所得３００万円以下で子育てせざるを得ない状況。生活保護世帯



の７割はシングルマザーで多くはドメスティック・バイオレンスやマタニティハラスメン

トなどで鬱状態だったり、親子とも孤立状態です。不登校の子供が多く、学力の低下や大

人に甘えたり、頼ったりできないことが多くの子供たちの特徴です。１２月５日付、奈良

新聞にも子供貧困２．９兆円損失と出ていました。日本財団が貧困家庭の子供を支援しな

いで、格差を放置すると現在１５歳の子供の１学年だけでも社会がこうむる経済的損失が

約２．９兆円に達するとの推計を発表した。政府には約１兆１，０００億円の財政負担が

生じるとしている。子供の貧困を放置して生じる経済的な損失は大きい。教育格差の解消

に向けて対策を進めるべきとしています。きのうの学校のトイレの質問でも言われていま

したように、子供にはお金をかけるべきです。この子供の貧困について、どうお考えでし

ょうか。山村町長は広陵町だけでない、国全体のことやからと答弁をされそうなので、こ

れを投げかけるだけにしておきます。大体答弁はわかるから。 

 次いきます。 

 買い物難民対策。買い物弱者の問題は既に顕在化している農村山間部だけでなく、他の

地域でも深刻化すると予測されています。中でもベッドタウン、地方都市は高齢化率が高

いため、深刻度が高いんです。また、単身高齢者は買い物を依頼できる人がいなく、買い

物弱者になる可能性が高く、その数は今後５年間で１１％、１０年間で１６％増加すると

予測されています。そしてこの問題はその影響として生きがいの創出、低栄養、転倒、事

故リスクの増大などが予測され、それは地域、国全体の医療費や介護費の増加をもたらし

ます。また商店街の衰退による治安悪化等が懸念されています。御存じだと思いますが、

農林水産省でも、先ほど答弁にあったのは経済産業省ですけれども、農林水産省でもこの

買い物難民対策、食料品アクセス問題として社会的な問題と捉えて全国の地方公共団体や

民間事業者等が食料品アクセス問題の解決に向けた取り組みに役立てられるよう取り組み

方法や支援施策、先進事例、調査結果などの情報を発信しています。朝日新聞に前、取り

上げられたこのとくし丸ですね、資料につけていますが、このとくし丸もこの農林水産省

の買い物難民対策に紹介されていました。奈良県では橿原市のヤマトーというスーパーが

このとくし丸という移動スーパーを実施されています。地域に店を構えるスーパーと契約

し、商品の供給を受け、販売パートナーいう個人事業主が３００万円余りでトラックを買

い、客を尋ね販売する。事業主を束ね販路を調べたりノウハウを提供したりする本部が徳

島市にあります。それでとくし丸と言うんですね。広場に駐車して、客を待つのではなく、

軒先まで週に２回出向く。事業主は１コース５０人から６０人の常連客の名前はもちろん、

健康状態も趣味も把握している。携帯電話でも注文を受け頼まれれば、電球の取りかえな

ども手伝うそうです。週に二度も顔を見せてくれ、息子以上の存在と事業主を慕う客も多

いと朝日新聞に紹介されていました。地元自治体と高齢者の見回り協定を結び、これまで

に通報は数十件に及び地域に必要なインフラを目指す。このような移動スーパー車を町民

のために誘致してください。イズミヤさんとかこれから来るエバグリーンさんなどに働き

かけて、こういう事業主を募集していただく。このとくし丸社長のノウハウを教えてもら



うなど、すぐやれることはあると思います。町が全面的に予算を出すことはないのですか

ら、やる気になればすぐできるはずです。御答弁の中に奈良交通のバスもあるし、ネット

スーパーもあるしというような御答弁でしたけれども、これは元気な方、それから若い方

が今頭にないん違うかなと思います。私は、高齢者の方で大和高田市までバスで買い物に

行って、帰りに重たい荷物を下げてきて、バスをおりるときに転んでけがをされた方、何

人も聞いています。このネットでパソコンでお買い物をする方はほとんど私の周りにはお

られません。この中でも今タブレットを町議会でも取り上げようと言っているんですけれ

ども、やはりパソコン環境のない方も多いし、そういう中でこういう答弁は本当の一部の

方しか見えていないんじゃないかなと、そういう本当の買い物弱者の姿が見えていないん

じゃないかなと思います。そういうことをもっとやはり真剣に考えていただきたい。先ほ

ど申し上げましたように、新しい新興住宅を回っても、平尾のオークワの跡地、あそこに

ないから付近の方は大変ですねという若いママさんたちに何人も聞きました。本当に町が

対策を打たないというのは、ほったらかしにしておくということが信じられないです。こ

の辺ちょっとどうですか。 

 

○議長（青木義勝君） 答弁。 

 山村町長！ 

 

○町長（山村吉由君） 移動販売車は広陵町内にもお二人事業をされている方がございま

して、これは西校区には営業エリアに入れられていないと思います。もしそういう需要が

あるということであれば、今事業をされている方にそちら方面も商圏として取り入れてい

ただいて、営業に回ってもらえないかという働きかけは可能だと思いますので、そういっ

た話もさせていただきたいと思います。 

 私、真美ヶ丘ニュータウンもやはり高齢化してきておりまして、買い物しづらいという

声も聞いておりますし、オークワの周辺の方についてもやはりオークワがなくなって困っ

ている声を聞いているのは確かでございます。隣近所の人に買い物を頼まれたり、いろん

な手だてで今は対応していただいていると思いますが、はしお元気村は朝市をしておりま

す、その朝市の分店を真美ヶ丘の公園に回って、曜日を決めて移動販売をするというのも

やってみてはどうかと担当にも申し上げております。また地方創生総合戦略の中で、女性、

あるいは高齢者で起業される方、そういった移動販売等に力を入れられる方がもしあれば、

そういった起業も応援していってはいいのでないかという気もいたしております。まち、

集落単位、自治会単位にそういった小さなお店があればいいなと皆思っていただいている

と思いますので、これから高齢化社会になると、そういったこともやっぱり真剣に考えて

いく必要があると思います。お困りのところについては、今移動販売されている方に情報

をお伝えして回っていただくという方法もあるかと思いますので、またその具体的な地域

等を教えていただければ相談をさせていただきます。 



 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） このとくし丸さんとかのこのスーパーのいいところは、スー

パーと契約して１，０００点ぐらいのたくさんの商品を積んではるわけですね。そして売

れ残った３時とかまでで売れ残ったらスーパーに戻して、スーパーでまた残りを売るとい

うことで、本当に赤字にならないというところがすごくいいというか、その事業主の方に

とってもいいやり方じゃないかと思うので、その個人事業主の方お二人と私ちょっと、そ

ういう方がおられるというのは聞いていたんですけれども、どういうやり方をされている

か、こんな１，０００点もたくさんの商品を積んでおられるのかどうか私ちょっとわから

ないんですけれども、その方をそうやって奨励されるのもいいと思うんですが、こういう

移動スーパーというのも考えていただいてもいいのかなと思うんです。経済産業省、先ほ

ど答弁で出ていましたけれども、この資料を見ると、当然御存じだと思うんですけれども、

私が見た同じこと、買い物弱者対策には、店をつくること、商品を届けること、そして出

かけやすくすること、これ私もネットで見ました。この資料を見ると、幾つもの自治体が、

この移動スーパー車に補助金を出して推奨している例が表で出ていたんです。だから御存

じだと思いますが、北海道鷹栖町は２７７万円、秋田県羽後町、これは３０万円、群馬県

高崎市は５０４万円、千葉県野田市も５００万円、新潟県柏崎市が８８０万円、糸魚川市

が４８０万円、山梨県韮崎市は３５８万円、これだけ補助を出しておられるんですよ。藻

谷浩介さんも２０１４年３月のＮＨＫおはよう日本でこの移動スーパーを取り上げていま

した。高齢者に評判がいいのは、自分で選べることだと言われています。ほかにも買い物

弱者支援対策として買い物支援を取り組んでいるところが熊本県の宇城市とか錦町、名護

市などがあります。こういういろんなその買い物弱者に対しての支援を既にされている町

が市が多いわけなんですね。ですから、山村町長が今、支援していきたいというふうにお

っしゃいましたけれども、具体的にやはりこういう例を挙げて、事業主を募集していくと

か、そういう何か動き出していただけるということをもう一回御答弁を、さらに突っ込ん

でいただけますか。 

 

○議長（青木義勝君） 山村町長！ 

 

○町長（山村吉由君） まだ具体的に構想というのは持ってございませんが、やはり高齢

化が進んでいるということを踏まえて必要であるというふうに思います。移動するのがい

いのか、あるいは固定で拠点をつくってそこにスーパー等から商品を予約してもらって配

送していただくという方法もとれると思いますので、そういった受け皿になっていただく

ところ、地域によって形は変わってもいいと思いますので、そういったこともいいのでは

ないかというふうに前々から思っております。いわゆる取次場所、そこに高齢者が集まっ



てこられるという形がとれればいいのでないかというふうに思います。ただ今すぐ欲しい

というのはなかなか難しいかと思いますが、予約制で商品を取り寄せる、そんな仕組みが

でき上がればスーパーともタイアップできるのではないかというふうに思います。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） もう毎日毎日困ってはるわけですよ、買い物難民の方ね。う

ちの近くにも足が１０センチ短くて、ぴょこたんぴょこたん歩いてはる方を私何回もお見

かけして車で送ってあげたことあるんですけれども、そういう方、やっぱり両方に重い荷

物を持って買い物に行ってはるんですよ、バスに乗って。そういう２日に一遍か、３日に

一遍は行かないといけないわけですよね、お買い物ね、家族のために。ですからそういう

構想をなぜもっと早くにこちらが一般質問する前に町として対策を打たないのかなと、こ

のオークワの跡地がこんなに長く延びるんだったら毎日そういうふうに困っておられる方

がおられることは予想できるわけですよ。一日も早くしていただきたいと。これをやはり

取り入れるというのはそんなにお金もかからないし、もうノウハウができているわけです

から、すぐにしようと思えばできるわけです。毎日毎日の買い物弱者の方の対策を本当に

一日も早くしていただきたいと思います。 

 では、４番目に移ります。 

 公共交通の元気号の有料化ですね。これは慎重にということなんですけれども、この有

料化によって、どれくらいの利用者減を見込んでおられるのでしょうか。 

 

○議長（青木義勝君） 答弁。 

 植村企画部長！ 

 

○企画部長（植村敏郎君） この料金は１回１００円でございますので、今利用者が延べ

約１万人、２００万円の収入になると想定しております。 

 以上です。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） いや、利用者減をどのくらい見込んでおられるのかと聞いた

んですけれども。利用者が有料化によって、どのくらい減る。減ると思うんですよ、利用

者減。 

 

○議長（青木義勝君） 植村企画部長！ 

 



○企画部長（植村敏郎君） 済みません。このアンケート調査をさせていただきました。

今実際に乗っておられる方からもアンケート調査を実施したところ、広陵元気号が有料に

なっても利用する人は利用しない人の１．７倍が乗ってもいいですよと、有料になっても

乗りますよということで、減というのは、ちょっとここのパーセンテージはちょっと出て

おりませんが、この実施に踏み切ったというのは、この利用者が有料になっても六十何％

の方が利用したいというところでございますので、その３８％ですかというところと済み

ません、増便することによって、この利用者は減るとは今のところ想定はしていない。 

 

○１３番（山田美津代君） 有料化。 

 

○企画部長（植村敏郎君） 有料化にしてでしょ。だから有料化も増便しますので、それ

による減は考えていないというところでございます。ふやすのですからね。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） お金をとることによって減るということは全然考えておられ

ないということがよくわかりましたけれども、せっかく１台ふやすわけですよね、来年春。

有料化で乗りたいけど、これだけお金がかかる。乗り継ぎはそのまま１００円で行くとい

うことやから往復２００円ですよね。今まで無料だった人が月に１０回行っていたのが、

５回になったり、２回になったり、使わなくなったりということがやっぱり出てくると思

う、使えなくなるということが出てくるというふうに私は思うわけです。そこが一番心配

されることなんですけれどもね。生活交通確保については、自治体が本来行うべき責務、

核となる行政サービスとして位置づけて、住民の足を守っていこうという立場に立てば、

かなりのことがやれると思うんです。要はお金の使い方でどこにお金を使うべきか問うべ

きです。住民の足を守るのは本来的責務として、行政サービスの姿勢があるのとないのと

ではえらい違いが出てくるでしょうね。住民に交通権を保障し、高齢者が気軽に外出し、

健康増進になれば自治体が負担する医療費削減になり、商業や観光も活性化します。その

意味で、元気号を走らせていただいていると思うんですけれども、この有料化の件は先ほ

どから植村部長が何回も言っているアンケートに有料化してもいいという、そういうよう

な御意見があったからと言われていますけれども、有料化によりこの高齢者が外出を控え

ることのないような工夫が要るんじゃないかなと思うんです。それを慎重にと言っている

わけなんです。例えば高齢者とか障害者、子供さんとか、１日１００円券とか、乗り継ぎ

があっても乗っていただくことができるようにするとかいうのは、これは乗り継ぎ、その

まま行くというふうな御答弁をされていましたから、検討されているということですけれ

ども、７５歳以上の方、無料とか、もちろん生活保護世帯や非課税世帯なども考えられま

すが、そういう利用が今まで１０回していた方がさらにふえるように、やっぱりそういう



料金設定をすべきだと、私は無料が一番いいとは思うんですけれども、最低有料化される

んだったらそういう高齢者の方が外出を控えることのないようなそういう有料化を考えて

いかなければいけないと思うんです。その辺どのように思っておられますか。 

 

○議長（青木義勝君） 植村企画部長！ 

 

○企画部長（植村敏郎君） 山田議員さんおっしゃるのは、無料というのはやっぱりサー

ビスをどれだけするのかというのは無料が一番いいわけでございます。ただ、これは今、

奈良交通バスが減便に、廃止になってきた原因といいますのは乗らなかった。そこに対策

としてコミュニティバス、元気号を走らせていっているという状況です。これがますます

悪循環になるわけですね。というのは、これを無料でどんどんしていきますと、今の奈良

交通バスももう平成２６年度補填しているわけでございますから、廃止になっていくとい

ったところで、これをいつまで維持できるのかというところで、やはり受益者負担、奈良

交通バスの利用料金まではいただかないまででも、やはり１００円、２００円の案を出し

たところ、１００円では乗りますよというアンケート調査にも、パブリックコメントも行

って、結果が１００円いただきますと。乗り継ぎは１回は無料にしましょうかと。この実

際に１００円をいただいたところで、これがコミュニティバスが黒字とか、これが運行が

財政的にいけるのかといったところ、採算が合いません。これも乗らない方も皆さんが負

担をしていくわけでございます。これが１便ふやすことによって、今のコミュニティバス

の倍以上、年間かかっていきます。それもマイクロバスを幹線道路を走らせようといった

とき、やはりこれも乗っていただくということが大事でございますので、それとそこまで

バス停まで歩いて乗っていただく。入り口まで行きますと、大変なデマンド、おっしゃっ

ております今までの議論の中にありましたけれども、これもやりますと、大変な事態に陥

るといったようなところでございますので、これはやはり慎重に今の現状の住民サービス

をいかに移行していくかということがこの協議会においてもいろんな議論をされていると

ころでございますので、御理解をいただきたいと思います。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） だから有料化されるんだったら利用者が減らないようなどん

な有料化を計画をされておられるのか聞きたいんです。さっき私が言ったように１日１０

０円で１日利用１００円にするとか、高齢者には券を出すというのも考えられますよね、

プレミアム商品券みたいにね、１，０００円で１１回分とか、たくさん利用される方。そ

ういういろいろ考えられると思うんですけれども、そういうふうな利用者が今まで以上に

外出されるように、そういうことまで考えておられるのか、そこを聞きたかったわけです。 

 



○議長（青木義勝君） 植村企画部長！ 

 

○企画部長（植村敏郎君） これも平成２８年度から４月から１０月まで実証させていた

だいて、１０月から有料で、それも続けていこうということで。まずは１００円いただい

て、その後にこれがコミュニティバスがまだ利用者が多くて乗り切れないとかいったよう

な事態については、何かいろんなまた対策を講じていかなくてはならない状態が来るかも

わかりません。ただ今のところはそういうところまでは、まだ考えておりません。 

 

○議長（青木義勝君） １３番、山田さん！ 

 

○１３番（山田美津代君） それじゃあ、もう全然検討しないということですか。今考え

ていないけど、これから検討されるというような答弁もいただいていないんですが、検討

していただけますか。 

 

○議長（青木義勝君） 植村企画部長！ 

 

○企画部長（植村敏郎君） これもまた２月、３月でも交通協議会のほうで今、試行運転

のためのプロポーザルをやっておりますので、計画しておりますので、また協議会におい

て、今出された内容についても今後も議論の一つになるのかなというところで、協議会の

場においてまた意見をいただきたいと考えております。 

 

○議長（青木義勝君） よろしいですか。 

 以上で、山田さんの一般質問は終了いたしました。 

 


